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） 大阪地判平成 29 年 9 月 27 日。なお，医師法 17 条は医師でない者による「医業」を禁止す
るが，医業は形式的に「医行為を業とすること」と理解され（磯崎辰五郎・高島學司『医事・
衛生法』（1963 年）184 頁，平野龍一＝佐々木史郎＝藤永幸治『注解特別刑法-Ⅰ 医事・薬









































現行の医師法は 1948 年（昭和 23年）に制定されたものであるが，旧医師法

























） 旧医師法 11 条 1 項は「免許を受けずして医業を為したる者は 6 月以下の懲役又は 500 円以
下の罰金に処す」とする（昭和 8年の改正以前は第 11 条に「医業を為したる者，停止中医業を
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） 大判大正 3年 1月 22 日刑録 20輯 50 頁（接骨行為につき，「接骨行為は人体の創傷を治療す
べき手術の一種」であることを理由に医行為性を肯定），大判大正 6 年 2 月 10 日刑録 23輯 49
頁，大判大正 12 年 8 月 17 日刑集 2巻 677 頁，大判昭和元年 12 月 25 日刑集 5巻 597 頁，大判




） 例として，鍼術按摩術及柔道整復術等に關する取締規則（明治 44 年内務省令第 10 号及び
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この後，現在までに，医行為性を判断した最高裁判例は件ある。まず，最






判決は，出典として最判昭和 30 年 5 月 24 日刑集 9 巻 7号 1093頁およびその







最決平成 9 年 9 月 30 日刑集 51巻 8号 671頁は，コンタクトレンズの処方の
ために行われる検眼及びテスト用コンタクトレンズの着脱を医行為として原判


















尾正二「判解」最判解刑事昭和 30 年度 177 頁。
10） 最決昭和 48 年 9 月 27 日刑集 27巻 8 号 1403 頁。
11） 東京高判昭和 47 年 12 月 6 日刑集 27巻 8 号 1411 頁。
何ら薬効のない焼骨粉を売りつけて金銭を詐取するためになした非科学的な診
断類似行為の医行為性を否定している。「疾病治療」等をもって医行為とする
傾向は，最判昭和 30 年 5 月 24 日の後も継続し，東京高判昭和 32年 6 月 9 日
東高刑時報 8 巻 6 号 145 頁は，「医業とは，反復継続の意思で，病気の治療を
目的に，人の病名若しくはその容態を聞き病状を判断して，これに適当な薬品
を与え又はある種の薬液を注射する等の行為をなすことをい」うと述べ，ま
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12） 名古屋高金沢支判昭和 33 年 4 月 8 日高刑裁特 5巻 5 号 157 頁は，前掲の広島高岡山支判昭
和 29 年 4 月 13 日とほぼ同様の表現で，医行為とは「医療」である旨を述べている。
13） 前掲東京高判平成 6年 11 月 15 日高刑集 47巻 3 号 299 頁，東京地判平成 9年 9月 17 日判タ
983 号 286 頁（植毛治療のための診断，麻酔薬注射，毛髪刺入，投薬等）。
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17） 医業類似行為は，あん摩師，はり師，きゅう師及び柔道整復師法 12 条に用いられている語
で「疾病の治療又は保健の目的を以て光，熱，器械，器具その他の物を使用し若しくは応用し
又は四肢若しくは精神作用を利用して施術する行為であって医行為，歯科医行為でないもの」




































18） 医師法 1 条の条文は以下のとおりである。「医師は，医療及び保健指導を掌ることによつて
公衆衛生の向上及び増進に寄与し，もつて国民の健康な生活を確保するものとする。」
19） 磯崎＝高島・前出注 1）184 頁。






































が引用する谷口ほか『刑罰法Ⅱ』5 頁のほか，穴田秀男『新編 医事法制概説』（1975 年）7 頁
以下にも同様の記載がある。
23）『注解特別刑法-Ⅰ』〔小松〕36 頁。磯崎＝高島・前出注 1）184 頁にも同趣旨の記載があ
る。







































25） 大判昭和 15 年 3 月 19 日刑集 19巻 134 頁。
26） 札幌高判昭和 56 年 2 月 5 日刑裁月報 13巻 1・2 号 63 頁。




























，また前述の最判昭和 30 年 5 月 24 日が文面だけを見ると正に
この定義を採用したように読めることが相まって，これ以降は，ほとんどの文
立教法学 第 97 号（2018)
272（27）
28）「医師法第 17 条等の疑義」昭和 26 年 9 月 15 日医収 517 号旧厚生省医務局長発三重県知事
宛。なお，この立場は「看護師等による静脈注射の実施について」平成 14 年 9 月 30 日医政発
第 0930002 号各都道府県知事あて厚生労働省医政局長通知によって変更されている。
29） 野田・前出注 24）65 頁注（19）。
30） 歯科医業に関する前掲の札幌高判昭和 56 年 2 月 5 日もそのような立場と解することが可能
である。
31） 詳しくは後述するが，旧厚生省，厚生労働省の担当官による解説は，昭和 32 年以降，一貫
してこの立場を採用している。熊崎正夫＝横田陽吉『医療法・医師法（歯科医師法）解』（昭和
32 年版，昭和 32 年）258 頁，厚生省健康政策局総務課編『医療法・医師法（歯科医師法）解































33） 年報医事法学 19 号（2004 年）25 頁以下にその記録がある。同様の関心から医行為性を論じ
る主な文献として，大谷實「医師法 17 条にいう『医業』の意義」福田平＝大塚仁博士古稀祝賀
『刑事法学の総合的検討（上）』（1993 年）439 頁，宇都木伸＝平林勝政編『フォーラム医事法
学』〔追補版〕211 頁（1997 年）〔平林勝政執筆部分〕121 頁以下および 200 頁以下，平林勝政
「医行為をめぐる業務の分担」唄孝一先生賀寿『人の法と医の倫理』（2004 年）573 頁以下，:
口範雄・岩田太編『生命倫理と法Ⅱ』（2007 年）第 1章，:口範雄『医療と法を考える』（2007
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34）「看護師等による静脈注射の実施について」平成 14 年 9 月 30 日医政発第 0930002 号各都道
府県知事あて厚生労働省医政局長通知。
35） 佐伯仁志「『医業』の意義――コンタクトレンズ処方のための検眼とレンズ着脱」宇都木伸






























36）「医師法 17 条の疑義について」昭和 39 年 6 月 18 日医事第 44 号警視庁防犯部麻薬課長あて
厚生省医務局医事課長回答，「医師法第 17 条における「医業」について」昭和 39 年 6 月 18 日
医事第 44 号の 2東京地方検察庁刑事部検事あて厚生省医務局医事課長回答。
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38） 鈴村信吾＝松下廉蔵『簡明医療法・医師法解 附・昭和 23 年改正医事衛生法規集』（昭和
23 年）64 頁，熊崎正夫＝中村一成『医療法・医師法（歯科医師法）解』（改訂第 6版，昭和 29
年）159 頁。
































42）「医師法上の疑義について」平成元年 6月 7日医事第 35 号。この後，医師免許なしにあざ，
シミを目立ちづらくするために色素を注入する行為を行った者が医師法 17 条違反の容疑で起訴
され，東京地判平成 2年 3月 9日判時 1379 号 159 頁により有罪とされた。
43）「医師法上の疑義について」平成 12 年 6 月 9 日医事第 59 号警察庁生活安全局生活環境課長
あて厚生省健康政策局医事課長通知。
44）「いわゆる「永久脱毛」行為について」昭和 59 年 11 月 13 日医事第 69 号各都道府県知事あ
て厚生省健康政策局医事課長通知。
45） 穴田・前出注 22）7 頁。同趣旨のものとして，磯崎＝高島・前出注 1）185 頁，谷口ほか
『刑罰法Ⅱ』5 頁，平野ほか『注解特別刑法 5-Ⅰ』39 頁〔小松〕，宇都木＝平林・前出注 33）
221 頁以下〔平林執筆部分〕。



































立教法学 第 97 号（2018)
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47） 佐伯・前出注 35）5 頁。
48） エリザベス・ハイケン『プラスティック・ビューティー』（平凡社，1999 年）35 頁以下。伊
藤盈爾＝丹下一郎＝伊藤仁＝野上昭三＝斎藤諭＝綿貫喆「形成外科について（座談会）」医科器
械学雑誌 37巻 3 号（1967 年）190 頁参照。

































「日本の美容外科の歴史」）の記載による。http://www.dr-miya.jp/rekisi.html（2017 年 10 月 25
日閲覧）。この直前に行われた形成外科医等による座談会（前出注 48）を読むと，美容外科は
形成外科の一部として扱われ，特別扱いはされていないことが伺える。

















































はできなくなる。タトゥー事件の弁護団が，職業選択の自由（憲法 22 条 1項），












































































































立教法学 第 97 号（2018)
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55） 平野ほか『注解特別刑法 5-Ⅰ』33 頁〔小松〕。
56） 谷口ほか『刑罰法Ⅱ』1 頁，平野ほか『注解特別刑法 5-Ⅰ』1 頁〔小松〕，:口ほか・前出
注 33）22 頁〔山本〕。















































58） 平野ほか『注解特別刑法 5-Ⅰ』36 頁〔小松〕，磯崎＝高島・前出注 1）184 頁。















































































































































62）「医師法上の疑義について」平成 12 年 6 月 9 日医事第 59 号警察庁生活安全局生活環境課長
あて厚生省健康政策局医事課長通知。
63） 佐伯・前出注 35）5 頁，:口ほか・前出注 33）17 頁〔佐伯仁志執筆部分〕参照。
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65） 1872（明治 5）年 11 月 8 日の東京府達により，同月 13 日から施行された東京違式詿違条例
が嚆矢である。五人組法や東京府達として出されていたもろもろの禁令をもとに制定され，庶
民生活に関わる様々の事項を規制した。翌 73 年 7 月 19 日の太政官布告により各地方違式詿違
条例が制定され，これをモデルに，全国の各府県が同様の条例を制定，1882 年の刑法施行まで
効力を有した。同条例の意義と内容につき，春田国男「違式詿違条例の研究―文明開化と庶民
生活の相克―」別府大学短期大学部紀要 13 号 33 頁以下（1994 年）参照。






























た仕組みを採用するようになっている（Council of Europe, Resolution (2003)2 on tattoos and
permanent make-up, 2003, Council of Europe, Resolution(2008)1 on requirements and criteria
for the safety of tattoos and permanent make-up, 2008. 各国の規制の状況につき， Paola
Piccinini, Sazan Pakalin, Laura Contor, Ivana Bianchi, ChiaraSenaldi, JRC Science for Policy
Report, Safety of Tattoos and permanent make-up, Final report, 2016, 第 4章を参照）。アメリカ
では州単位で同様の規制を行っている例がある。各州の規制状況につき，http://www.ncsl.
org/research/health/tattooing-and-body-piercing. aspx（NationaConference of State Legisla-
tures のウェブサイト，2017 年 1 月 8 日付記事より〔2017 年 11 月 2 日確認〕）参照。なお，
偶々接した例であるが，デンマークは，立法により，業界団体への自主的な登録を促し，「reg-
istered tatooist（登録イレズミ師）」の標榜を認める方法を取っている。The Council on Health
and Desease Prevention, Tattoos--Health, Risks and Culture, With an Introduction to the
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69） 日本にイレズミに用いる薬剤やイレズミ業の規制が一切ない状況は，ヨーロッパでも奇異な















お わ り に
イレズミは，禁止の対象ではなくなった後も，その安全性を保つための公的
な取り組みによる保護や恩恵を受けることなく放置され，施術者・被施術者の
自己責任の下に置かれてきた。今回の取締りは，そうした状況の中で，もっと
も真摯にイレズミに取り組み，高い安全性を保った施術を行ってきた被告人を
突然おそったものである。イレズミ規制の歴史に対する配慮も，医師法の趣旨
への理解もなく，医師法 17 条の不当な拡大解釈によって気まぐれに行われた
このような取締りを司法が追認するようなことがあれば，わが国が法の支配す
る社会であるという事実すら危ういものとなる。「安全性」の標語の下に安易
な拡大傾向が認められてきた「医行為」の概念について，本稿が投じた一石
が，妥当な判断を求める社会の動きにつながることを期待したい。
医行為概念の検討（辰井聡子）
253（46）
